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様式２－１　評価結果のまとめ

都道府県名

交付期間 0.50

　Ａ．基幹事業

　Ｂ．関連社会資
　　　本整備事業

　Ｃ．効果促進
　　　事業

　Ａ．基幹事業

　Ｂ．関連社会資
　　　本整備事業

　Ｃ．効果促進
　　　事業

　Ａ．基幹事業

　Ｂ．関連社会資
　　　本整備事業

　Ｃ．効果促進
　　　事業

当　初

変　更

単位 基準年度 目標年度 モニタリング 評価値

あり

なし ○

あり

なし

単位 基準年度 目標年度 モニタリング 評価値

 ４）定性的な効果
　　発現状況

○

汚水管渠の整備により、生活環境の改善と公共用水域の水質保全及び公衆衛生の向上が図れた。

 ５）実施過程の評価

実施内容 実施状況 今後の対応方針等

モニタリング ・毎年度末に下水道処理人口普及率を算定する。

持続的なまちづくり
体制の構築

なし
社会資本総合整備計画に記載し、実施できた

―社会資本総合整備計画に記載はなかったが、実施した
社会資本総合整備計画に記載したが、実施できなかった

社会資本総合整備計画に記載し、実施できた
引き続き、下水道処理人口普及率を算定する。社会資本総合整備計画に記載はなかったが、実施した

社会資本総合整備計画に記載したが、実施できなかった

住民参加
プロセス

なし
社会資本総合整備計画に記載し、実施できた

―社会資本総合整備計画に記載はなかったが、実施した
社会資本総合整備計画に記載したが、実施できなかった

― ―

その他の
数値指標２

なし ― ― ― ― ―― ― ― ― ― ―

― ― ―

 ３）その他の数値指標
　　（当初設定した数値
　　目標以外の指標）に
　　よる効果発現状況

指　標
従前値 目標値 数　　値 目標

達成度
1年以内の
達成見込み

 ２）社会資本総合整備
　　計画に記載した目標
　　を定量化する指標の
　　達成状況

効果発現要因
（総合所見）

フォローアップ
予定時期

その他の
数値指標1

なし ― ― ― ― ― ― ― ― ―

指標２ なし ― ― ― ― ― ― ―

1年以内の
達成見込み

効果発現要因
（総合所見）

フォローアップ
予定時期

指標1 下水道処理人口普及率 ％ 98.8 Ｈ22 99.5 Ｈ26

指　標
従前値 目標値 数　　値 目標

達成度

― 99.3 ×

汚水整備により、下水道処理人口普及
率は向上した。しかし、当初計画時にお
ける下水道整備区域内において、関連
公共工事の遅れや埋設許可等の協議
に必要以上の時間を要したため目標値
に達しなかった。

―

―

（指標2）下水道による都市浸水対策達成率を削除

新たに追加
した事業

松沢排水区 汚水管渠整備事業 新たに管渠整備が必要になったため
整備区域の拡大に伴い、（指標１）下水道処理人口普及率
に影響するが、端数処理により数値目標値への影響はな
い。

なし ― ―

国文排水区 汚水管渠整備事業（支線） 新たに管渠整備が必要になったため

 １）事業の実施状況

当初計画に
位置づけ、

実施した事業

事業名

佐保岩阪排水区 汚水管渠整備事業、勝尾寺排水区 汚水管渠整備事業、安威排水区 汚水管渠整備事業、国文排水区 汚水管渠整備事業、大岩排水区 汚水管渠整備事業、車作排水区 汚水管
渠整備事業、長寿命化（管路）対策（市内一円）、桑原排水区 汚水管渠整備事業

なし

勝尾寺排水区 汚水管渠整備事業（支線）、車作排水区 汚水管渠整備事業（支線）、佐保岩阪排水区 汚水管渠整備事業（支線）

事業名 削除/追加の理由 削除/追加による目標、指標、数値目標への影響

当初計画
から

削除した
事業

安威排水区 雨水管渠整備事業、国文排水区 雨水管渠整備事業、大池
ポンプ場 雨水自動除塵機更新事業、大池ポンプ場 長寿命化対策、大池
排水区 合流管渠整備事業、目垣排水区 合流管渠整備事業、柳川排水
区 雨水管渠整備事業、沢良宜排水区 合流管渠整備事業、下水道施設
の改築のための施設調査：市内一円）、長寿命化（管路）対策（市内一
円）、大池ポンプ場 遠隔監視システム整備事業、雨水貯留タンク設置補
助事業

防災・安全交付金の創設により茨木市における総合的な下
水道整備の推進（防災・安全）へ移行したため

（指標2）下水道による都市浸水対策達成率を削除

なし ― ―

市内管渠等調査、下水道情報システム整備事業、テレメーター更新事業、
内水ハザードマップ作成事業、目垣排水区 合流管渠整備事業（支線）、穂
積排水区 合流管渠整備事業（支線）、沢良宜排水区 合流管渠整備事業
（支線）

防災・安全交付金の創設により茨木市における総合的な下
水道整備の推進（防災・安全）へ移行したため

整備区域の拡大に伴い、（指標１）下水道処理人口普及率
は影響するが、端数処理により数値目標値への影響はな
い。

交付期間
の変更

― 交付期間の変更による事業、
指標、数値目標への影響

なし

大阪府 市町村名 茨木市 計画名 茨木市における総合的な下水道整備の推進

平成２２年度～２６年度 事後評価実施時期 平成２７年度 交付対象事業費 1076.5百万円 国費率



様式２－２　地区の概要

単位：％ 98.8 H22年度 99.5 H26年度 99.3 H26年度

下水道の課題の変
化

汚水の面整備はぼぼ完了し、生活環境の改善及び公共用水域の水質保全が図れた。

今後のまちづくり
の方策

（改善策を含む）

下水道未整備箇所の汚水整備を行い、更なる下水道処理人口普及率の向上を図る。

下水道整備を行い、安全・安心、快適な暮らしを実現し、良好な環境を創造する。 下水道処理人口普及率

茨木市における総合的な下水道整備の推進　社会資本総合整備計画の成果概要

計画の目標 目標を定量化する指標 従前値 目標値 評価値


